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家族呼び寄せ政策のヨーロッパ化
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1．はじめに

　EU 域外から EU 域内への人の移動をめぐる問題は，国によって時期や
程度には違いがあるものの，1990 年代前後から多くの EU 加盟国で重要な
政治的争点となっている。特に難民に関しては，旧ユーゴスラヴィアでの
紛争やシリア内戦，さらに最近ではロシアのウクライナ侵攻などによって
一度に多くの難民がヨーロッパに押し寄せたこともあり，議論はきわめて
加熱したものとなった。これに対して，EU 域内に居住する第三国国民に
よる家族の呼び寄せは，その性質上，難民問題のような「劇的」な側面は
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弱く，その意味では目立たない問題である。しかし，各国が労働移民の受
け入れを停止した 1970 年代前半以降，家族の呼び寄せは EU 加盟国への
主要な合法的入国ルートの一つとなっており，社会への長期的な影響は無
視できないものとなっている。
　本稿では，こうした EU 域内に居住する第三国国民による家族の呼び寄
せに関わる政策がヨーロッパ化され，EU レベルでガバナンス体制が形成
されていく過程とその特徴を，各国政府，欧州委員会や EU 司法裁判所を
はじめとする EU 諸機関，さらには専門家や NGO などの役割にも注目し
つつ考察していく。
　移民労働者による家族の呼び寄せは，欧州人権条約をはじめとする数多
くの国際条約や各国の国内法との関係から，移民労働者自身の移動とは異
なり，権利としての側面をより強く有している。家族呼び寄せ政策のヨー
ロッパ化の背景の一つにも，こうした権利の保護を各国間で調整し，促進
していくという考えがあった。
　他方で，まさに権利に関わる問題であるがために，家族の呼び寄せは容
易に制限できるものではなく，各国政府の思惑とは裏腹に，移民労働者の
受け入れ停止後も各国への人の流入自体は続くことになった。それに加え
て，家族の呼び寄せにより移民の定住化が進むことで，移民労働者の一時
的な滞在であれば問題にならなかった移民のホスト社会への統合が重要な
政策課題として浮上する。その結果，1990 年代ごろになると，家族の呼び
寄せはホスト社会の一体性に深刻な影響を及ぼしかねない重大な問題とし
て争点化されるようになる。移民排斥を掲げる政党の台頭が顕著になるの
もこの時期である。したがって，1990 年代末に本格化する家族呼び寄せ政
策のヨーロッパ化は，こうした当時の時代情勢の影響も色濃く受けること
になる。
　これらの相反する論理が交錯する中で 2003 年に家族呼び寄せの権利に
関する指令が成立するが，本稿では，この指令の交渉段階と指令成立後の
時期について，これら相反する論理と各アクターの立場がどのように絡ま
り合い，その結果として家族呼び寄せをめぐるガバナンスがどのような特
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徴を帯びるに至ったのかを考察していく。以下では，まず第 2 節で家族呼
び寄せをめぐる異なる論理について整理し，続いて第 3 節では，家族呼び
寄せ指令の交渉過程について明らかにしていく。ここでは特に，家族の呼
び寄せに積極的な欧州委員会の指令案が，一部の加盟国の反対でより制限
的なものへと変容していくことに注目する。そのうえで，第 4 節では，よ
り制限的な論理が強まった指令が成立した後，そうした制限的な論理に歯
止めをかけるうえで欧州委員会や EU 司法裁判所等が果たした役割を，そ
の限界も含めて考察する。また，ちょうど同じ時期により緩やかなかたち
で進んだ移民の「統合政策」のヨーロッパ化が，こうした制限の論理が強
まる流れにどのような影響を与えているのかについても考察する。

２．家族呼び寄せの位置づけ

（1）権利の論理
　石油危機等が発生した 1970 年代前半，ヨーロッパ諸国は新規の移民
労働者の受け入れを軒並み停止した。それ以降，「家族呼び寄せ（family 
reunification）」による移民は，各国への合法的移民の主要なルートの一つ
となった

（ 1 ）

。各国の経済情勢や紛争による難民の発生等の影響などによりそ
の割合は変化するが，例えば 2011 年から 2015 年までの EU への合法的移
民の 3 分の 1 が家族呼び寄せによるものとなっている

（ 2 ）

。
　家族呼び寄せによる移民が合法的移民の主要なルートとなったのは，移
民労働者の場合とは異なり，家族呼び寄せには権利としての側面があるた
めである。移民労働者の場合であれば，国家は経済情勢等に応じて，比較
的自由に受け入れを制限することができる。これに対して，権利の問題が
絡んでくる家族呼び寄せの場合は，おのずと国家の裁量に一定の歯止めが
かかることになる。
　例えば，特に外国人を念頭においたものというわけではないが，自由権
規約では 17 条で家族に対する恣意的な干渉の禁止，23 条で家族の「保護
を受ける権利」などが定められている

（ 3 ）

。また，子どもの権利条約第 10 条
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では，家族の呼び寄せを目的とする子またはその父母による出入国の申請
を締約国が積極的に取り扱うよう定めている。さらに，特に移民労働者を
対象としたものとして，1975 年の ILO 総会で採択され，一部の EU 加盟
国（イタリア，ポルトガル，スウェーデン）も批准している移民労働者（補
足規定）条約（第 143 号）の第 13 条や，EU 加盟国はいずれも批准してい
ないものの，1990 年に国連総会で採択された移住労働者の権利条約第 44
条では，移民労働者による家族呼び寄せを容易にするよう適切な措置をと
ることを締約国に求めている

（ 4 ）

。
　そして，これら以上に EU 加盟国に影響を与えるのが，欧州人権条約で
あり，同条約の第 8 条では，すべての者が家族生活の尊重を受ける権利を
有すると定めている。この第 8 条自体は移民労働者による家族呼び寄せに
直接言及しているわけではないが，1985 年の Abdulaziz 事件についての欧
州人権裁判所の判決では，移民分野における国家の政策が家族生活の尊重
の権利に制約を与える危険性があることを認めた

（ 5 ）

。この判決は家族の呼び
寄せの権利を無制限に認めるものではないが，移民政策において家族政策
の尊重が考慮されるべきものであることを明らかにした。
　各国でかなりばらつきはあるものの，こうした国際的な権利保護の枠組
みに加えて，EU 加盟国の中には憲法等との関係から国家の裁量が制約さ
れることがある

（ 6 ）

。例えばフランスでは，家族の発展のために必要な条件を
保障する国家の義務について言及した 1946 年憲法前文に依拠しながら，
合法的に在住する外国人が国民と同様に家族を呼び寄せる権利を有するこ
とが，コンセイユ・デタや憲法院の判決で確認されていく

（ 7 ）

。また，ドイツ
では，基本法第 6 条が婚姻と家族の保護について定めているが，連邦憲法
裁判所はこの第 6 条に基づいて，外国人の入国や滞在に関しても家族生活
が考慮されなければならないとの判断を下していく

（ 8 ）

。
　もちろん，欧州人権裁判所にしても各国の裁判所にしても，家族呼び寄
せの権利を無条件に認めているわけではなく，政府に一定の裁量の余地は
残されている。しかし，外国人の入国や滞在に関しても家族生活を考慮す
ることが義務づけられたことで，国家は，移民労働者の場合のように経済
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情勢等に応じて自由に家族呼び寄せによる移民を制限することは困難と
なった。

（2）制限の論理
　このように，家族呼び寄せは権利としての側面を有するため，移民労働
者の受け入れが停止された 1970 年代前半以降も，家族呼び寄せによる移
住は続き，むしろ，移民労働者の受け入れ停止自体が，すでに加盟国に滞
在していた移民労働者に定住を決意させ，家族呼び寄せを促すことになっ
た。このことは，ホスト社会における移民を取り巻く状況に大きな変化を
生じさせることになる。
　必ずしも定住を前提としない移民労働者の場合であれば，問題となる
のは，経済情勢に応じてどの程度受け入れるかという「入国管理政策

（immigration policies）」であった。しかし，移民の定住化が進むと，今
度は，そうした移民をどのように社会に統合していくかという「統合政
策（integration policies）」が当然ながら必要となってくる

（ 9 ）

。そして，こう
した統合をめぐる問題は，家族の呼び寄せにより，子どもの教育等の観点
から移民の間でそれまで以上に宗教的・文化的な規範や価値への関心が高
まったこともあり，受け入れ国に大きな課題を突きつけることになった

（10）

。
　こうした中で，1980 年代に入ると，移民問題を争点とすることでポピュ
リスト政党が勢力を拡大していくことになる。例えばフランスでは，国民
戦線（現在の党名は国民連合）が 1984 年の欧州議会選挙や 1986 年の国民
議会選挙で 10％前後の得票率を獲得し，それ以降，大統領選挙も含めて，
存在感を増していく。国民戦線の主張は，移民が，単にフランス人の職を
奪っているだけではなく，フランス社会に十分に統合されず犯罪に手を
染めることで治安を悪化させており，さらに，出身国の文化を固持するこ
とでフランス社会の一体性をも危険にさらしている，といったものであっ
た

（11）

。また，国民戦線ほど過激ではないが，移民を問題視し，その制限を主
張する声は，主要政党の政治家の間でも聞かれた。例えばジャック・シラ
クは家族の呼び寄せについて 1991 年の演説で，即時の猶予期間が必要で
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あり，手をこまねいていては許容限度を超えてしまうと述べている
（12）

。
　その度合いや時期は国ごとに異なるが，1990 年代に入ると，冷戦の終
結により鉄のカーテンが消滅したことや，ユーゴスラヴィアでの紛争によ
り大量の難民が発生したこともあり，各国で移民の政治争点化が進んでい
く。ちょうどこの時期には，ある社会が許容可能な変化の範囲内でその本
質的な特徴を維持しつつ持続する能力に関わる「社会の安全保障（societal 
security）」をテーマにした共著がバリー・ブザンらのコペンハーゲン学派
によって公刊されるが

（13）

，移民の存在はまさに社会の安全保障を危険にさら
す潜在的な脅威として位置づけられていったのである。
　その結果，移民に関連する政策の厳格化が進んでいき，特に統合政策に
おいては，言語能力に加えて，ホスト社会に関する知識の習得も求められ
るようになる。こうした流れは，オランダのように，フォルタイン党の躍
進という過激な勢力の動向に少なからず影響されたケースもあれば，ドイ
ツのように左右の合意によって進められたケースもあり，右派ポピュリズ
ムの台頭のみに還元することはできない

（14）

。しかし，家族の呼び寄せが潜在
的に社会の一体性を揺るがす脅威になりうるものであり，それゆえ，何ら
かの制限が必要であるという認識が，90 年代の後半ごろから各国で広く共
有されるようになり，前節でみた権利の視点とは相反する理解の枠組みが
形成されたといえる。

3．ヨーロッパ化の展開

（1）欧州委員会の指令案
　こうした異なる論理が競合する中で家族呼び寄せ政策のヨーロッパ化は
進行するが，以下では，欧州委員会や加盟国等の立場に注目しつつ，その
具体的な過程と特徴を見ていく。なお，「ヨーロッパ化（Europeanization）」
という概念の定義は多様だが，ここでは，拘束力のある共通ルール等の制
定と国内法の整備といった垂直的な過程だけではなく，加盟国間の情報交
換やベスト・プラクティスの共有のようなより水平的な過程も含むものと
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とらえておく
（15）

。
　移民関連政策のヨーロッパ化は，各国の主権に大きくかかわる分野とい
うこともあり，1993 年に発効したマーストリヒト条約では第 3 の柱（司
法・内務協力）に位置づけられ，当初は政府間協力というかたちで始まっ
た。その後，1999 年に発効したアムステルダム条約で，当面は理事会
での全会一致が維持されるなど，政府間協力の側面を残しつつも，移民
関連分野は第一の柱に移管された。これにより，欧州委員会は指令案等
を提案することが可能となった。こうした流れの中で家族呼び寄せ指令

（Directive 2003/86/EC）は 2003 年に成立するが，同じ時期には長期居住
者に関する指令（Directive 2003/109/EC），学生等に関する指令（Directive 
2004/114/EC），研究者に関する指令（Directive 2005/71/EC），そして
少し後になるが，2009 年には高度技能労働者に関わる指令（Directive 
2009/50/EC）など，第三国国民の合法的な入国や滞在に関わる一連の指
令が成立する

（16）

。
　欧州委員会が家族呼び寄せ政策に関する最初の指令案（以下，第 1 指令
案）を提出したのは，1999 年 12 月である

（17）

。この最初の指令案は，しばしば「寛
大」，あるいは「進歩的」と評価されるように，権利という観点から家族
呼び寄せを推進するという立場が明確に打ち出されている。例えば前文は，
欧州人権条約等の国際法で規定された「家族を保護し家族生活を尊重する
義務」について触れ（前文 2），さらに，それらの目的を達成するために，「家
族呼び寄せの権利は加盟国によって確立され承認されるべきである」（前
文 7），と述べている。関連する国際法等への言及自体は珍しいものではな
く，2003 年に成立した指令にも引き継がれているが（指令前文 2），家族
呼び寄せの権利は承認されるべきであるという部分は指令では削除されて
いる（指令前文 6）。
　第 1 指令案で権利保護の視点が前面に打ち出された背景には様々な要因
が考えられるが，その一つとして，この指令案の立案に際して移民を支援
する NGO が影響力を行使する機会があったことが挙げられる

（18）

。実際，指
令案に付された覚書にも，国連難民高等弁務官事務所と NGO への意見聴
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取が行われたことが記されている
（19）

。また，指令案のトーンに具体的にどの
ような影響を与えたかは定かではないが，家族呼び寄せや庇護に関連する
指令案の立案において，研究契約による研究成果も活用されたといわれて
おり

（20）

，第 2 節で触れた各国における移民問題の争点化の影響をそれほど受
けないかたちで指令案が立案されたことが伺える。
　これに加えて，EU 独自の論理も，第 1 指令案の性格に影響を与えた。
EU が掲げる目的には様々なものがあるが，その中でも自由移動の促進は
最も重要な目的の一つである。そして，この目的を達成するために，長い
時間をかけて国民と他の加盟国の国民（EU 市民）の間の平等な待遇や同
等の権利の付与が実現されてきた。こうした論理は，少なくとも経済統合
という観点からすれば，第三国国民にも当てはまるものであり，以前から
議論の対象となっていた

（21）

。そして，1999 年 10 月に開催されたタンペレ欧
州理事会で EU 市民と第三国国民の間のより公正な待遇の必要性が確認さ
れたことが，第 1 指令案の方向性を大きく規定したのである

（22）

。
　この第 1 指令案に対する NGO の評価はおおむね好意的で，欧州議会で
も補完的保護対象者の扱い等について若干の指摘はあったものの，全体と
しては支持された。これを受け欧州委員会は若干の修正を加えた第 2 指令
案を作成し，2000 年 10 月に提出した

（23）

。

（2）理事会での審議
　こうして好意的な評価を受けた委員会の指令案であったが，（閣僚）理
事会での審議はかなり難航した。フランスやスウェーデン，ベルギーなど，
指令案に好意的な加盟国もあったが

（24）

，特にドイツやオーストリア，オラン
ダが激しく反対したため，議論は膠着状態に陥った。そこで，こうした事
態を打開するため，2001 年 12 月に開催されたラーケン欧州理事会は欧州
委員会に新たな指令案を作成するよう要請し，第 3 指令案が 2002 年 5 月
に提出された

（25）

。その後の交渉も決して順調に進んだわけではないが，最終
的に 2003 年 9 月に指令が成立した

（26）

。
　理事会での修正は多岐にわたるが，その基調は，家族を呼び寄せる「身
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元保証人（sponsor）」と呼び寄せられる家族の双方に関して，その対象を
狭くするというものであった。例えば保証人については，第 1 指令案では
1 年以上の滞在許可を有することが求められていたのに対し，成立した指
令では，永住権を獲得する合理的な見通しがあることも条件として加えら
れた（指令第 3 条）。また，第 1 指令案では，実際に家族を呼び寄せる前に，
加盟国は保証人に対して 1 年を超えない範囲で，ある一定期間，合法的に
滞在していることを求めることができるとされていたが，指令ではその期
間は 2 年を超えない範囲となり，さらに，国内法との関係で，申請から滞
在許可の発行までに 3 年を超えない範囲で待機期間を設定できるとされた

（第 8 条）。
　呼び寄せの対象となる子どもに関しては，第 1 指令案では未成年となっ
ていたのに対し，指令では，子どもが 12 歳以上の場合は，加盟国はその
子どもが現行法で定められた統合の条件を満たしているか入国・滞在を許
可する前に検証でき，現行法で定められている場合には申請が 15 歳にな
る前になされることを求めることができるとしている。さらに配偶者と保
証人本人に関して，ホスト社会への統合を確実にし，強制結婚を防止する
ために，加盟国は 21 歳を限度に最低年齢を設定することができるとされ
た（第 4 条）。
　そして，指令成立後の展開との関連でとりわけ重要なのが，ドイツや
オーストリア，オランダの求めに応じて第 7 条に追加された「加盟国は
国内法に則って，第三国国民に統合措置に従うことを求めることができ
る」という表現である。実は，これとほぼ同じ表現は，家族呼び寄せ指
令の 2 か月後に成立した長期居住者指令にもあり，その第 5 条では「加
盟国は国内法に則って，第三国国民に統合条件に従うことを求めることが
できる」と定められている。家族呼び寄せ指令で「統合措置（integration 
measures）」となっている部分が長期居住者指令では「統合条件（integration 
conditions）」となっており，一見すると，家族呼び寄せ指令の方が第三国
国民に課される負担は軽いように思われる。実際，欧州委員会はそのよう
な立場をとっており，折に触れて両者の違いに注意を喚起している

（27）

。しか
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し，指令成立後，統合措置は統合条件とほぼ同じ意味で理解され，入国前
の試験も含めた統合条件を第三国国民に課す傾向が強まっていく。
　第一指令案の背景にあったのは，家族呼び寄せが「加盟国における第三
国国民の統合を促進する」という考えであった（前文 6）。同様の表現は指
令にも残っているが（前文 4），理事会での審議を通じて家族呼び寄せと
統合の関係をめぐる理解の枠組みは大きく変容した。家族呼び寄せは統合
を促進するものではなく，むしろ統合を困難にする可能性があり，統合条
件をクリアした場合のみ家族呼び寄せを認めるべきであるという考えが強
まったのである

（28）

。前章で触れた入国管理政策と統合政策の関係でいうと，
この指令により，統合政策を入国管理政策の手段として用いる可能性に道
が開かれたことになる。

4．制限の論理の固定化か

（1）EU 機関の役割
　欧州委員会の指令案が権利に重点を置いたものであったのに対して，理
事会での交渉を通じて，実際に成立した指令はより制限に重点を置いたも
のとなった。指令では「できる（may）」という表現が多用され，加盟国
に少なからず裁量の余地を残すものとなった。とりわけ，7 条に追加され
た統合措置に関しては，その意味が広く解釈され，入国を制限する手段と
して用いられることになる

（29）

。しかし他方で，EU という枠組みが制限の手
段としてのみ機能しているかというと，そうではない。それは，EU が，
一般的な国際機関とは異なる独特のガバナンス構造を有しているためであ
り，欧州委員会をはじめとする EU 機関によって加盟国の裁量に一定の歯
止めがかけられるからである。
　指令成立後間もない 2003 年 12 月，まず，同年に発効したニース条約で
特別提訴権者の地位を得た欧州議会が一部の条項が家族生活の権利と非差
別原則を侵害しているとして，EU 司法裁判所に提訴した（Case C-540/03

（30）

）。
なお，この提訴には，フランスの GISTI（Groupe d’information et de 
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soutien des immigrés）をはじめとする NGO の働きかけがあったといわれ
ている

（31）

。具体的に問題となったのは，前章でも触れた，4 条の 12 歳以上の
子どもの統合条件に関する部分，同じく 4 条の未成年の申請が 15 歳まで
に行われることを求めることができるとする部分，そして 8 条の待機期間
に関する部分である。司法裁判所は判決で欧州議会の訴えそのものは斥け
たが，同時に，指令は第三国国民に家族呼び寄せに関する権利を付与して
おり，申請者が条件を満たしている場合，加盟国は家族を受け入れる義務
があるとした

（32）

。
　これ以降，司法裁判所は，加盟国の裁量の余地を認めつつも，その範囲
を限定する判決を下していく。例えば有名な2010年のChakroun事件（Case 
C-578/08）で司法裁判所は，保証人が加盟国に入国した後に成立した家族
関係を入国前から成立していた家族関係と区別し，入国後に家族関係が成
立した場合には最低賃金の 120％の所得を求めるオランダの政策について，
指令の目的に反するとの判断を下した

（33）

。さらに裁判所は，指令の目的は「家
族呼び寄せを推進すること」であるとし，加盟国はその目的を害する仕方
で裁量を用いてはならないとした。ここでとりわけ重要なのは，裁判所が
指令の目的を家族呼び寄せの推進としたことで，委員会の指令案に比べて
2003 年に成立した指令ではこの点はややあいまいになっていた

（34）

。
　これと関連して重要なのが 2011 年の Imran 事件（Case C-155/11 PPU）
である

（35）

。この事件は，他の条件を満たしているにも関わらず，国外での統
合試験に合格しなかったためにオランダ政府に家族呼び寄せによる入国を
拒否された女性がオランダの国内裁判所に提訴し，その国内裁判所が EU
司法裁判所に先決裁定を求めたものである。オランダはいち早く入国前の
統合試験を導入した国であり，その後，他の加盟国も同様の試験を導入す
るようになった。したがって，司法裁判所の判断は多くの加盟国の政策に
多大な影響を与えるものであり，欧州委員会も 5 月 4 日，「統合措置」と「統
合条件」の違いに触れつつ，国外統合試験の不合格のみをもって家族の滞
在許可を拒否することはできないとの意見書を司法裁判所に送付した

（36）

。
　この直後にオランダ政府が入国を許可したため，司法裁判所の判断が下
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されることはなかったが，この事件はドイツにも飛び火した。ドイツ連邦
行政裁判所は，2010 年の時点では入国前に統合要件を課す措置を擁護して
いたが，Imran 事件での欧州委員会の意見を受け，EU 司法裁判所に意見
を求める可能性を示唆した。このドイツのケースでも，その後に政府が方
針を転換して原告にビザを発給したため，EU 司法裁判所の判断が下され
ることはなかったが，これらのケースは，欧州委員会や EU 司法裁判所が，
加盟国の裁量に対する一定の制約となっていることを示している

（37）

。
　入国前の統合試験については，最終的に 2015 年に司法裁判所の判断が
示される（Case C-153/14

（38）

）。判決で裁判所は，入国前に関しても入国後に
関しても，目的が，家族呼び寄せを制限することにではなく，統合を容易
にするということにある限りにおいて，そのような措置は許容されるとし
た

（39）

。この判決をめぐる評価は研究者の間で割れているが
（40）

，この結果，オラ
ンダでは統合措置に関連して第三国国民が負担する費用の減額等の一定の
制度変更がなされている

（41）

。

（2）統合政策
　このように，家族呼び寄せ指令の第 7 条に挿入された統合措置をめぐっ
て，一部の加盟国では入国を制限する手段としてそうした措置を用いる傾
向が強まったが，欧州委員会や EU 司法裁判所はその意見書や判例等を通
じて，「家族呼び寄せを促進する」という指令の目的を明確にし，その目
的に著しく反するような統合措置の運用に一定の歯止めをかけてきた。こ
こで問題となっているのは，統合措置が家族のホスト社会への統合を促進
することに重点を置いているのか，それとも，家族が加盟国に入国する際
のハードルとして機能することに重点を置いているのかという，統合政策
の目的や中身である。そこで最後に，統合政策自体をめぐる動向について
も簡単に触れておく。
　家族呼び寄せ指令や長期居住者指令とも密接に関連する統合政策は，ア
ムステルダム条約では立法措置の対象とはならなかったが，移民のホスト
社会への統合を促進するために EU レベルで何らかの対応が必要なことは
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条約発効後に開催されたタンペレ欧州理事会でも強調されていた。そこで
欧州委員会は，統合政策を含む移民関連政策について「開放型調整方式

（OMC: Open Method of Coordination）」で協力を進める可能性を探った
（42）

。
開放型調整方式は，法的拘束力のある規則や指令を制定するアプローチと
は異なり，目標を設定したうえで，その目標の達成に向けた各国の取り組
みを比較・評価し，有効な取り組みに関する情報を共有して相互学習を促
すなど，より柔軟なメカニズムを通じて調整を図る方法である。しかし，
こうした柔軟な枠組みであったにもかかわらず，開放型調整方式の移民分
野への適用は理事会で採択されることはなかった

（43）

。2009 年に発効したリス
ボン条約（EU 機能条約第 79 条）でも，統合政策について加盟国の取り組
みを支援する措置を講じることができるとしつつも，加盟国の法律や規則
の調和化は除外するとされており，いかに加盟国がこの分野に関して慎重
かが分かる。
　とはいえ，情報共有に関しては加盟国の間にも一定の需要はあり，2002
年 10 月の理事会での決定を受け，統合に関する各国連絡窓口（NCPI: 
National Contact Points on Integration）が設置された。当時の議長国だっ
たデンマークは連絡窓口のリスト作成以上のことは考えていなかったが，
これを好機ととらえた欧州委員会は NCPI に情報交換のためのフォーラム
としての機能を持たせることに成功し，以降，欧州委員会の主催で会合が
開かれていく

（44）

。そして，この会合での議論も踏まえながら，その後，統合
政策に関する様々な枠組みが整備される。主なものをあげると，共通基本
原則の採択（2004 年），統合ハンドブックの発行，統合に関するウェブサ
イト（European Website on Integration）の開設などがある

（45）

。この他にも，
民間のシンクタンク主導で運営され，各国の統合政策を評価する移民統合
政策インデックス（MIPEX）への資金援助など

（46）

，欧州委員会は，権限が
限られている中で，ソフトな枠組みを通じた政策調整を図っている。
　ただ，こうした枠組みは，必ずしも権利保護の観点を強める方向に作用
するわけではない。しばしば指摘されているように，統合政策における「ベ
スト・プラクティス」の共有は，入国を制限する手段としての統合政策の



74　　（桃山法学　第40号　’24）

利用を広める可能性がある
（47）

。実際，先行して入国前の統合試験を導入して
いたオランダは，他国にも同様の政策を広めることでその正当性を担保す
ることに強い関心を有しており，欧州統合基金（2007 ～ 2013 年）の対象
に入国前の試験を含めることにも成功している

（48）

。したがって，統合政策に
関する EU のソフトなガバナンスは，情報共有や相互学習という点では一
定の役割を果たしているが，権利保護という点では，家族呼び寄せ指令に
関する EU 司法裁判所の判決のように，加盟国の政策に直接的な影響を及
ぼしているとはいえない。

5．おわりに

　本稿では，家族の呼び寄せ政策のヨーロッパ化について，権利の論理と
制限の論理という競合する枠組みが存在する中で，EU 諸機関や加盟国を
はじめとする各アクターがどのような立場をとり，その中でどのようなガ
バナンス体制が形成されてきたのかを考察した。
　全体としては，家族呼び寄せ指令の交渉を通じて，制限という側面が
かなり強まったといえるだろう。実際，特に指令成立直後は，欧州議会や
NGO の間で非難の声がかなりあがった。しかし，EU 司法裁判所の判決等
を通じて加盟国の裁量に一定の制約が加えられるにしたがって，NGO の
間では，現在の指令を受け入れたうえで，司法手続きを通じて移民を支援
する傾向が強まっている。これとは反対に，指令改正を求める声は，より
制限的な措置の導入を望む加盟国の間で強まっている。家族呼び寄せ指令
をどのように評価するかは立場によってさまざまであろうが，以上のこと
からも，最低限のバランスは保たれているといえるだろう。そして権利と
制限の間のこのバランスは，EU が，司法裁判所の存在をはじめとする独
特のガバナンスの構造を有しているからこそ可能となったことはいうまで
もない。
　これに対して，統合政策に関しては EU 諸機関の権限が制限されている
ため，家族呼び寄せ指令の場合と同じようなかたちで加盟国の政策に直接
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的な影響を与えることはできない。例えば，欧州統合基金等の統合に関連
する基金は，目的や優先事項がかなりあいまいに定義されていることもあ
り，場合によっては制限的な政策もその対象となってしまう

（49）

。
　もちろん，統合政策に関するこのソフトな枠組みも，制限のための手
段としてのみ機能しているわけではない。本稿では十分に検討できな
かったが，この枠組みを通じて共有される実践例や基金の対象となるプ
ロジェクトには，当然ながら，第三国国民の統合促進に向けられたもの
も多く含まれる。また，必ずしも大きな期待はできないかもしれないが，
例えば MIPEX のような指標は，いわゆる「名指しと辱め（naming and 
shaming）」により政策の見直しを迫る役割をある程度は果たす可能性も否
定できない

（50）

。したがって，統合政策におけるこうしたソフトな手法による
ガバナンスが及ぼす効果については，より長期的な視点で見極めていく必
要がある。
　最後に，EU研究や統合史研究との関係についても触れておく。本稿では，
必ずしも体系的なかたちではないが，EU 司法裁判所が果たした役割につ
いても考察してきた。移民関連分野は，EU が扱う政策分野の中でも特に
政府間的性格が強く，EU 司法裁判所はおろか，欧州委員会の役割も制限
される傾向が強かった。実際，国内の様々な制約から解放され，EU 機関
からの干渉も回避できることが，各国が EU レベルでの協力を模索したそ
もそもの理由だったともいわれている

（51）

。しかし，本稿で見てきたように，
その移民関連分野においても，政策の方向性を左右するうえで EU 司法裁
判所は重要な役割を果たしている。これまでの EU 研究や統合史研究にお
いては，近年ようやく注目されるようになったものの，司法裁判所の役割
についての研究は十分だったとはいえず，より体系的・理論的な観点から
政策過程や統合の展開における司法裁判所の役割を考察していく必要があ
る

（52）

。

〔付記〕本稿は JSPS 科研費 JP18H00824 の助成を受けた研究成果の一部で
ある。
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